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近年，企業等で働き方の変化を促す取り組みが拡大している．東京都では鉄道の混雑緩和を目的の一つ

として，時差通勤等を促す取り組み「時差Biz」を推進し，実際に駅改札出場者数の分散が見られている．

また，総務省が中心となり，テレワークを促す取り組み「テレワーク・デイズ」が推進され，実際に23区
への通勤者数の減少が見られている． 
本研究では，企業等における働き方の変化が鉄道通勤行動へ与える影響を分析するとともに，効果の限

界を明らかにする． 
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1. 研究の背景および目的 
 
 運輸政策審議会答申第18号では，東京圏の主要31区間の

ピーク時における平均混雑率を150%にするとともに，個

別路線の混雑率を180%以下にすることを目標とした1)．し

かしながら，平成29年度，平成30年度も平均混雑率は163%，

11路線が180%を上回る2)3)など，依然として厳しい混雑状

況となっている．また，混雑率150%を超える路線などで

遅延が多く発生する4)など，鉄道運行の定時性の悪化も問

題となっている． 

 こうしたピーク時の混雑緩和には，新線整備や複々線化

など更なる輸送力増強が効果的であるが，関係機関調整の

困難さや国・自治体の財源不足などにより実施は難しい． 

 一方，最近は，企業等で時差通勤やテレワークなどの導

入が進展し，企業等の働き方が大きく変化する中，行政は，

企業等に自主的な働き方の変革を促す施策（例えば，時差

Biz5) やテレワーク・デイズ6)）を推進し，鉄道の混雑緩和

を促している． 

 これまで，時差通勤などのソフト施策による通勤行動へ

の影響に関する研究として，個別路線の施策の意向に関す

る調査7)や勤務制度の変更に伴う自動車を中心とした出発

時刻選択モデルの研究8)は数多く蓄積がある一方，東京圏

で大規模に実施された企業等の自主的な取組みによる鉄

道の通勤行動への影響に関する研究はまだ少ない． 

 本報告では，鉄道通勤者の働き方の変化の現状を明ら

かにし，都市鉄道の混雑緩和への影響を分析することを

目的としている． 

 具体には，研究の一部として，web アンケート調査で

把握した鉄道通勤者の行動の実態および時差 Biz やテレ

ワーク・デイズにおける企業の制度導入状況や個人の鉄

道の通勤行動の変化を確認するとともに，通勤者の働き

方の変化による鉄道の通勤行動への影響と混雑緩和の可

能性，その限界について報告する． 

 

 

2. 鉄道通勤者の行動の実態 
 
(1) Webアンケート調査の概要 

 本研究では企業の働き方に関する制度導入による個人

の通勤行動への影響を分析するため，東京都市圏の鉄道

通勤者を対象に，webアンケート調査を実施した． 

 調査の概要を表-1に示す． 

 なお，本アンケート調査における居住地別や男女別，

券種構成別の鉄道利用者の割合について，平成27年度大
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都市交通センサスと比較したところ，同様の傾向を示し

ていることを確認した． 

表- 1 webアンケート調査の概要 

対象 東京都市圏の鉄道通勤者 
調査数 東西線・田園都市線の利用者：982サンプル 

その他路線利用者：984サンプル 
合計1966 

調査期間 2018年10月27日～30日 
主な 
設問内容 

会社の制度：導入制度の選択／制度の利用条件等 
個人の取組：利用回数等 
通勤行動（出社・退社）：利用経路／乗降時刻等 
鉄道会社の取組：利用有無等 
通勤に関する満足度および制度選択に関する意向 
個人属性：性別／年齢／朝夕の時間制約有無等 

 
(2) 企業の制度導入状況 

 まず，鉄道通勤者の勤務先の制度の導入状況について

概況を示す． 

 鉄道通勤者の企業における働き方に関する制度の導入

状況は，フレックス制がもっとも多く，全体の約 34％を

占めている一方，通勤者の約 4 割の企業は制度が導入さ

れていない．（図1参照） 

 また，制度の利用条件は，時差通勤やフレックス制，

朝型勤務を導入している企業の約4～5割がだれでもいつ

でも利用可能である一方，時短勤務は約 1 割，テレワー

クは約3 割と，制度によって利用条件に差がある．（表2

参照） 

 

図- 1 企業の制度導入状況 

 

表- 2 制度の利用条件 
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時差通勤  （n=316） 25.6 16.1 17.4 8.5 44.6 0.9 10.4 

フレックス（n=677） 31.0 6.8 7.7 4.6 50.4 2.2 8.9 

朝型勤務  （n=113） 22.1 10.6 16.8 5.3 52.2 1.8 8.0 

時短勤務  （n=467） 10.5 2.8 70.0 17.3 11.8 0.9 11.8 

テレワーク（n=289） 34.3 21.8 12.5 6.6 33.2 1.7 10.7 

 

(3) 個人の制度選択状況 

 次に，鉄道通勤者個人の働き方に関する制度の選択状

況と制度利用に関する意向等について示す． 

 鉄道通勤者の働き方に関する制度の選択状況は，フレ

ックス制や時差通勤の割合が高い一方，通勤者の約 7 割

は制度を選択していない．また，制度導入企業数に対す

る個人の制度選択数の比を利用率と定義すると，時差通

勤や朝型勤務の利用率が高い．（図2参照） 

 各制度の週あたり利用回数は，時差通勤など時間をず

らす制度を利用する人の約4～5割が週5日以上と回答し

た一方，テレワークを利用する人の利用回数は少なく，

週1日が約半数を占める結果だった．（図3参照） 

 また，制度を利用していない人の理由では，約 4 割は

制度がないためと回答した．さらに，制度のない企業の

通勤者のうち約 4 割は，制度の導入があれば時間にとら

われない働き方を選択するという回答だった．（図4参照） 

 
図- 2 個人の制度選択と利用率 

 

図- 3 個人の制度利用回数（週あたり） 

 

 
図- 4 制度の利用に関する意向
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3. 時差 Biz やテレワーク・デイズ期間における 

鉄道の通勤行動の変化 
 
 ここでは，平成 30 年夏に実施された施策である時差

Bizやテレワーク・デイズによる鉄道の通勤行動の変化を

明らかにするため，前述のwebアンケート結果を用いて

比較分析した．企業の始業時刻を図5に示す． 

 図 6 に示すとおり，企業の制度導入率は，いずれの制

度も施策後増加しているものの，個人の制度利用の比率

は，時差通勤のみ増加する結果だった．つまり，企業の

制度導入は進展しているものの，個人の制度選択に必ず

しも結びついていないことが明らかになった． 

 また，最初の鉄道乗車時刻を比較すると，通勤者全体

ではピーク時のシェアの減少やピーク前後の分散は微少

だったが，通勤行動を変えた通勤者では，その変化は顕

著に現れた．（図7参照） 

 さらに，制度導入した企業の通勤者のうち，制度選択

者と非選択者で通勤全体の満足度を比較した結果，制度

選択者の方が満足度は高く，時差通勤で+14.6ポイント高

かった．（図8参照） 

 

図- 5 企業の始業時刻分布 

 

図- 6 企業の制度導入率及び個人の制度選択比率の変化 

 

図- 7 乗車時刻の変化 

 

図- 8 通勤全体の満足度 

 
 
4. 働き方の変化による鉄道通勤行動の影響分析 

 
(1) 出社時刻選択モデルの構築 

 ここでは，働き方の変化によるピーク時の鉄道通勤行

動への影響について，統計的手法を用いて分析する． 

 まず，前述のwebアンケート結果を用い，東西線・田

園都市線の鉄道通勤者の出社時刻選択モデルを構築する．

構築するモデルの特徴を以下に示す． 

・午前7:00～9:29 の30 分毎及び9:30～10:59 の計 6 つ

の時間帯に離散化し出社時刻選択モデルを構築 

・業務開始時刻 tsと会社到着時刻 taの差分の絶対値を早
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着・遅着時間と設定 

・1.時差通勤(早出)，2.時差通勤(遅出)，3.フレックス，4.

朝型勤務，5.時短勤務のダミーsyn（n：1～5）を設定 

 以上を元に，鉄道通勤者の出社時刻選択の効用Uitを式

(1)のように設定した． 

Uit ＝ ASCｔ＋β｜tｓ－tａ｜＋syn×γｎ        （1） 

 ここで，ASCｔ：定数項（t: 7:00～9:29の5つ），β：

早着・遅着時間のパラメータ，γn：各制度ダミーのパラ

メータ（n：1～5）である． 

なお，図5より，時差通勤(早出)は，企業の始業時刻の

少ない7:00～8:29，時差通勤(遅出)は，企業の始業時刻の

ピークを回避した 9:30～10:59 と設定した．また，フレ

ックスと時短勤務の対象時間帯を8:30～10:59，朝型勤務

を7:00～7:59と設定した． 

 
(2) パラメータ推定結果 

 式(1)で示した離散選択モデルについて，多項ロジット

モデルを用いて推定した．推定結果を表3に示す． 

 まず，早着・遅着時間のパラメータが負で有意となり，

符号条件を満足した． 

 時差通勤は，早出は男女とも有意な結果となったが，

遅出は男性のみ有意な結果となった．全路線を対象とし

たケースでは女性も有意な結果となったことから，時差

通勤の制度を有する企業に勤務している女性のうち，混

雑する東西線・田園都市線では早出を選択する傾向にあ

ると推察される．また，朝型勤務は男性が，時短勤務は

女性がそれぞれ有意な結果となった．電車の混雑や遅延

の回避，子供の送迎，家事等が背景にあると推察される．

（表3参照） 

表- 3 出社時刻選択モデルのパラメータ推定結果 

 
***：1％有意 **：5％有意 *：10%有意 

 
(3) 働き方の変化が混雑路線に与える影響分析 

 次に，東西線・田園都市線の7~10時台の通勤利用者を

抽出した上で，働き方の各制度利用の比率を変化させて，

前述の出社時刻選択モデルを用いて，各時間帯の鉄道通

勤利用者数を試算した．各制度利用の比率は，未制度，

H30 時差Biz 前，H30 時差Biz 後（基準），基準の2 倍

のケースで設定した．（図9参照） 

 具体には，東京都市圏パーソントリップ調査（以下，

PT調査という）の結果から，東西線（東葉勝田台～門前

仲町），田園都市線（中央林間～渋谷）の7~10時台の通

勤利用者を抽出した．この通勤利用者に対し，4(2)のモデ

ルを適用して時刻選択確率を算出し，PT調査の拡大係数

を乗じて各時間帯の利用者を求めた． 

 ここでは，代表して東西線の結果のみを図10に示す． 

 ケース 1 では，何も働き方の制度がない場合に対し，

現在の制度利用状況（基準時）になったと仮定すると，

ピーク時とその前後の時間帯の利用者数は約 2.5～6.5％

減少し，7:30～7:59，9:30以降の時間帯にシフトする． 

 また，ケース2では，H30時差Biz前後で制度の利用

比率が大きく変化していないため，時間帯別の利用者に

変化は見られなかった． 

 最後に，現在の制度利用状況に対し，2倍の利用率に増

加した場合，今より，8:00～8:29 で 7.4％，8:30～8:59

で 3.2％の減少が見込まれ，ほとんど 9:30 以降の時間帯

にシフトすることが期待される．（ケース3） 

 以上より，通勤者が利用しやすい働き方の制度を導入

し，通勤行動の変更により，鉄道の混雑緩和に寄与する

ことが示された．ただし，今の働き方の制度が浸透し，

制度利用率が 2 倍になっても，ピーク時の利用者数は 3

～7％程度の減少が限界であることが示唆された． 

 
(4) 今後の課題 

 今後は，企業に対し，働き方の制度導入による効果と

通勤費に関する意向を把握し，更なる緩和が期待される

ピークロードプライシングの可能性を検証していきたい． 

 

 

 
図- 9 働き方の各制度利用の比率の考え方と各比率 
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図- 10 働き方の変化が混雑路線に与える影響 
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Measuring the effect of work style reform on railway commuting congestion 
 

Toshiyuki YAMADA, Ryosuke ABE and Katsumi TANABE 
 

Recently, companies extend to reform some work-style. Tokyo metropolitan government carried out 
off-peak commuting campaign (Jisa-biz) in the summer of 2018. At the same time, nationwide telework 
campaign (Telework Days) was held on July 23-27. In this research, we analyze the impact of changes in 
work-styles in companies on railway commuting behavior and clarify the limit of the effect. 
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